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寡占市場における競争と協調＊
神買 岡
??
彦
いわゆる、石油危機インフレ、に触発されて，最近，独禁政策に対する関心
が高まっている。この論文は「新しい企業理論」の立場にたって，大企業の価
格決定メカニズムを再検討し，独禁政策の意義を明らかにしようとするもので
あるO
c 1コ最低限利潤仮説
本節では， 〔2〕節以下の議論の前提として，現代の大企業の行動に関する
次の仮説を呈示する。
最低限利潤仮説（修正ボーモル仮説〉。「企業は，現時点において，一定の利
潤〈最低限利潤〉が確保されるとき，その条件のもとで産出量を極大にするよ
うに行動するO 他方，最低限利潤が確保できないときには，現実の利潤を極大
にするように行動する。」
株式会社において，株主でない，または少くとも株主であることを必要とし
ない「経営者」〈正確には，経営者グループ〉が他の従業員に対して最高権限を
保有している状態は「所有と経営の分離」と呼ばれる。ここで，最高権限の保
有とは経営者が企業活動（財またはサービスの生産〉に関する最重要な意思決
定を行うことができ，特に彼が彼自身または彼の後継者を経営者として指名す
＊この論文は，拙稿「経営者の目標と利潤の役割」（富大経済論集1965年7月〉および
学位論文「設備投資と経済成長の理論」（大阪市立大学， 1972年〉の延長線上にある。
なお，本稿〔3］節は富山大学経済学会定例研究報告会 (1974年10月〉で、報告され
た。席上，有益なコメントを与えられた会員諸氏に感謝する。
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ることができること（最高人事権〉を意味する。最高人事以外の意思決定事項
のうち何が最重要であるかを決定し，他の事項を他の従業員に委譲することが
できることも，最高権限に属す~o
経営者がこのように最高権限をもつことができる根拠は，特に現代の大企業
において，企業活動に関する意思決定を行うためには，高度な技術的知識を必
要とし経営者がそのような技術的知識を所有する「テクノストラクチュア」
から独特の仕方で、選抜されていることで、ぁ2。かくして，所有と経営が分離し
ているとき，企業行動は経営者の目標に大きく依存する）0
しかし，経営者が最高権限をもちうるのは，一定の情況のもとにおいてのみ
であり，その意味で所有と経営の分離は相対的であるO 事実，株主は，法的に
は経営者を自由に罷免することができるO しかし，仮定によって技術的知識を
もたない株主は罷免された経営者に代る経営者を見出すことができず，企業を
解散せざるをえなし、。それゆえ，株主は経営者の罷免を有利であると判断する
(1) 以下，太字の文節は［4］節で適用される主要な命題を示す。
(2) 以上の議論の基礎として， Barnard[ 3 J Simon [16］および Tannenbaum[17］を
参昭。
(3) Galbraith [ 5］参照。経営者の子息は他の下層出身者に比較して経営者になる確率
がきわだって高い。この「経営者自己再生産現象」の詳細については， Mills[12] 
第6章と青沼［1］を参照。
(4) パーリとミーンズ以来，所有を経営の分離に関する実証研究は，個人大株主の持株
比率を主な判断基準として採用してきた。しかし「株式の分散化現象」自体には，個
人大株主が小さい持株比率で経営者に影響力を行使できる側面が存在することに注意
しなければならない。厳密に言えば，所有と経営の分離は個人大株主が企業活動（特
に経営者の任免〉に関して，どの程度の影響を与えているかを検討してはじめて明ら
かになることである。この点については， Zeitlin[20］を参照。
最近，宮崎［14］は法人間の「株式相互持合い現象」に注目し，法人による「所有
と経営の再統一」としづ仮説を呈示した。しかし企業を支配するものが，個人大株
主と経営者のうちいずれの人間かとし、うわれわれの観点からすれば，この現象はむし
ろ異業種の大企業の経営者が協同して個人大株主の影響を排除するのに役立つであろ
う。
? ??
?
のは，その時点において企業に存在する資産を売却したときの市場価値が企業
価値（株式の市場価値＋負債価値〉よりも大なる場合，かっその場合において
のみであるO 換言すれば，経営者が最高権限保有者としての自己の地位を維持
しようとするかぎり，まずこのような企業解散を回避するために十分な企業価
値を維持しなければならない。
しかしこのような経営者の「安全性目標」が満足されているときには，一
般にそれのみでは企業行動を確定することはできなし、。それゆえ，経営者の他
の目標を少くとも一つ指摘することが論理的に不可欠となるO
一般に人聞は一定の階層をなす本源的欲求の体系をもち，その最高階層を構
成する成長欲求のーっとして自己実現欲求が存在する。
自己実現欲求とは自己の能力を発揮し，発展させたし、としづ欲求であるO し
かし，一般に自己の能力がどの程度発揮され，発展されたかの判断は社会の評
価に依存する。それゆえ，自己実現欲求を充足する具体的手段は，その達成が
社会によって、価値あるもの、とみなされなければならなし、。特に，テクノス
トラクチュアの一員である経営者は技術的知識の所有者としての自己の能力を
発揮し発展させようとするであろう。しかも，資本主義社会のように， 叫方質
(5）経営者にとっては，企業解散が回避されるかぎり，資本主義とその基礎となる私有
財産制度は積極的な存在価値をもっ。すなわち，彼が形式的に株主総会で選出される
としづ事実（株主総会空洞化現象〉は，彼のみが最高権限を保有できることを法的に
保証する。これこそは，実質的には，自己再生産現象（注（3））というあいまいな形で
選抜されている経営者を他のテクノストラクチユアや労働者から明確に区別するもの
である。かくして，経営者は，バーナムの主張とは逆に，資本主義の積極的擁護者と
して登場する。
(6）実際の経営者は多様な目標をもっており，それをすべて指摘することは不可能であ
るし，また理論上不必要である。重要なことは，現実の企業行動を説明するために必
要最低限の程度に経営者の目標を指摘することである。それゆえ，伝統的な利潤極大
仮説が人間の複雑な目標を捨象したのは，むしろそのメリットであろう。
(7）詳細については， Maslow[11］を参照。
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中心的価値観、が支配的な社会で、~i，栓営者の能力の評価は彼がその最高権
限保有者である企業が社会にとって望ましい生産物をどの程度まで供給してい
るかに依存し，経営者の目標もそれによって規定される。この目標は経営者の
「成長目標」と呼ば点。
さて，企業価値は株主の利潤予想に依存する。しかし，将来の利潤は，最高
権限を保有する経営者の将来にわたる意思決定に影響されるから，株主はこれ
を少くとも直接に予測することはできなし、。それゆえ，彼等は過去の資産売却
価値が現実に支配的な利子率をともなって回収されてきたかどうかを，企業解
(8）現代企業において支配的なピラミッド型組織は，経営者・テクノストラクチユアに
よる管理（意思決定〉と労働者によるその執行という、分業、にもとづいており，労
働者の自己実現欲求充足を阻害する要因となっている。一般に欲求充足が阻害された
とき，人間には色々な防衛機制がはたらくが，そのーっとして本来の欲求に似て非な
る目標を追求する代償行動がある。特に現代の先進資本主義社会における大部分の労
働者にとっては，本源的欲求としての生理的欲求はほとんど満足されているが，上の
事情によって自己実現欲求を満足できない代償行動として，消費増加をさらに追求す
るという一種の退行現象が発生する。ただしこの場合の消費追求は個人的かつ相対
的なものであることに注意しなければならない。主として大企業で形成される労働者
のこのような態度はその周辺に侵透し物質中心的価値観が社会全体で支配的となる
経営者にとっては， 自己実現欲求を充足する最適な形態であるピラミッド組織を
（その部分的修正を除いて〉廃棄できないのは当然である。しかし一旦物質中心的
価値観が定着すると，労働者の中にも，ピラミッド組織に支持的な考え方が発生する。
なぜならば，この組織形態は通常もっとも効率的な生産を可能にし彼等の賃金を相
対的に大にする可能性を与えるからである。詳細については Argyris[ 2 J.を参照。
ただし，労働者レベルへの参加制度の導入が生産性上昇と調和しがたい点については
亀田［8］を参照。
(9) Marris [10］は経営者の目標が安全性目標と成長目標であることを明示した。ちな
みに注＇.6）と関連して，われわれは， Williamson[19］等とは異なり，経営者自身の
所得目標（財産所得を含む〉を捨象する。なぜならば，企業における権限格差を反映
する給料所得格差にもとづいて（Gellerman[ 6 J p. 164），すでに富裕階層に属する
経営者が自己実現欲求の充足に関連する成長目標よりも，所得増加を優先するとは考
えられなし、からである。
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散が有利であるかどうかの主たる判断基準とするであろう。すなわち，経営者
は彼の安全性目標を達成するためには，
期首の資産売却額×利子率十当期減価償却額
に相当する粗利潤（最低限利潤〉を現実に獲得しなければならなし、。
もっとも，これはあくまでも長期水準であって，現実の最低限利潤はそれか
ら帯離するかもしれなし、。特に過去において最低限利潤の長期水準が実現され
ている場合でも，経営者が近い将来，長期水準を確保できないと予測すれば，
現実の最低限利潤はそれを事前に補うために長期水準をこえてひき上げられる
であろう。
資本市場が完全であれば，経営者は最低限利潤をこえる利潤を必要とするこ
となしに，投資資金を調達することができるO それゆえ，現実の産出量は最低
限利潤が確保される限度まで拡大されるであろう。しかし生産能力の制限の
ために，それ以上の産出量増加が不可能な場合には，最低限利潤をこえる利潤
が実現され，将来生産能力が増加したとき，長期水準を下回る最低限利潤を設
定するための予備とするであろう。
倒減価償却額は資産のi減価分を正確に反映するものとする。
(1) ただし企業乗っとりの可能性が存在する場合には，株主は当該企業を解散すべき
かどうかということと同時に，株式を乗っとり企業に売却すべきかどうかを判断しな
ければならない。もし乗っとりを回避するために最低限必要な企業価値（乗っとり
企業への株式売却価値十負債額〉が資産売却価値より大であれば，本文の公式中の後
者は前者によっておきかえられ，最低限利潤の長期水準がひき上げられる。しかし
一般に大企業では，経営者の自己の企業の管理に関する技術知識は，他の企業の経営
者のそれよりも秀れているであろう。それゆえ，企業乗っとりを回避するために経営
者が常に利潤極大行動をとる必要はなく，最低限利潤仮説はし、ぜんとして成立する。
(12）ただし注仰を参照。
ω 企業は，現在の産出量を制限し，最低限利潤の長期水準を上回る現在の利潤を実現
することによって，将来長期水準を下回る最低限利潤を設定し将来の産出量を増加
することができる。しかし経営者が十分な時間選好をもっと仮定すれば，このよう
な行動がとられる可能性は小さいであろう。なお，注仰を参照。
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最低限利潤が確保されない場合でも，ただちに企業解散が行なわれるわけで
はなし、。なぜならば，企業が過去の期間にわたってほぼ最低限利潤の長期水準
を実現しているくすなわち，長期水準に比較しての一時的や利潤低下が，その
前後における最低限水準のひき上げをともなう利潤上昇によって補われてい
る〉な飢え株主の予想利潤はほぼ長期水準に等しくなっているからであるO
しかし，このような場合には，経営者の安全性目標のみが追求されるゆえに，
価格は現実の利潤が極大となるように決定されるで、あろt
最低限利潤仮説は，いうまでもなく Baumol〔4〕の売上高極大仮説一一一「企
業は最低限利潤の制約のもとで，売上高を極大にする。」一ーに大きく依拠して
いるO しかし，両者の聞には重要な差異がある。特にボーモルでは（資本市場
の不完全性を暗黙に仮定した上で〉， 最低限利潤は投資資金必要額（したがっ
て，経営者の成長目標〉との関連で、規定されている（p.49）。それゆえ，彼に
おいては，最低限利潤が確保される場合とされない場合との企業行動の差異が
示されていなし、。それに対し，われわれの考えでは，最低限利潤は経営者の安
全性目標との関連において規定されなければならない。
（凶ただし注（却を参照。
間投資資金が現実の利潤に依存するとき，附図1の曲線AAで示したように，現在の
産出量 Qoと将来の産出量 Qiとの聞には一種のトレード・オフ関係があり， 経営者
の効用無差別曲線 II（それがし、かなる形をとろうとも〉と曲線 AAによって現在の
産出量 Qo＊が決定される。さらに，現在の粗利潤 RoとQoとの関係を示す利潤曲
線MMによって， Qo*Uこ対応する Rが決定される。このとき， Qo器はRを確保しう
る産出量のうちで最大のものであるとし、う意味で， Rを、最低限利潤、と呼び，企業
はこの最低限利潤の制約のもとで込短期的な、売上高極大行動（厳密には産出量極大
行動〉をとっているということができるであろう。しかしこのようなモデ‘ルで、は，
そこで規定される最低限利潤〈それは，たまたま所与の利潤曲線のもとでの極大利潤
となるかもしれないが〉は，利潤曲線の位置にかかわらず常に実現されることにな
る。もっとも，以上の議論は資本市場の不完全性の問題を軽視するものではない。
最低限利潤仮説と売上高極大仮説とのその他の主な差異は次の通りである。
（司 ボーモルの寡占企業は，日常的意思決定に関して企業間の相互依存関係を無視
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〔2J独占企業の価格政策
ある産業における独占企業を想定しそれが需要関数
QD=-ap十b…………...・ H・－－……………………...・ H・－－……………（1)
に直面していると仮定しよう。ただし， ρ＝価格， QD＝需要量，またh bは
正のパラメターであるO これは第1図の曲線 D1D1＇等で示されている O
他方，企業の平均変動費用は，産出量をQとすれば QくQ（生産能力〉の範
囲で一定値cをとり， Q=Qにおいて無限大になると仮定するO そのとき，平
均変動費十産出量一単位当り最低限利潤を示す曲線は，第1図の CC'C＂で示
されるO 特に， QくQに対応する曲線CC は， Rを最低限利潤とすれば，
P＝＋十C• ・( 2) 
を示している。
さて，需要曲線と曲線 CC' C’との位置関係に関して，次の 3ケースが区
別されるO
(i) 需要曲線（D1D1つが C C＂と交点 E1をもっ場合O 企業は完全稼動状
態のもとで，価格を点 E1の水準（ρ；〉にきめ，最低限利潤を上回る利潤を実
現するO
(i) 需要曲線（D2Dのが CC と，かつそれのみと交点をもっ場合O 価格
は点 Ez( 2交点のうち，より小さいPに対応する点〉の水準（p；）にきめられ
合には，上の基準による産出量極大行動はボーモルの売上高極大行動と同ーの結果を
もたらす。なお， Kafogolis[ 7 ］も，われわれとは異なるコンテクストにおいであ
るが，経営者の産出量極大行動と売上高極大行動とを区別している。
仰 しかし未充足注文の累積の可能性が認められたとき，企業は価格をPi・克を下回る
適当な水準に設定し，その価格のもとで、未充足な需要を次期以降にくりこそうとする
かもしれない。この場合には，後述するケース（i）での企業の価格政策は，ケー ス（i）で
のそれに近付くであろう。
間以下では，ケースが出現するための必要条件， QIα＞R/Qが充分な余裕をもって
成立していると仮定する。
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るO 企業は最低限利潤をちょうど実現しつつ，産出量極大行動をとる。
(i) 需要曲線（D3Dのが CC' C＂と交点をも式こなし、場合 O 等利潤曲線
R＝く？ーのQ………………………...・ H・－……………...・ H・－－………〔3〕
（ただし， QくQ）と曲線D3Dよとの接点を E3とすれば，価格は点 E3の水
準（p；）できめられる。企業は最低限利潤を確保できず，利潤極大行動をとっ
ている。
以下，特にケース〔E〕について，需要曲線，平均変動費用および最低限利
潤の変化が価格にどのように影響するかを検討しよう。
(a）需要曲線のシフト
第1図の太線AA’C C" P 
は，他の条件が同一で需要
c’ 
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第 1図
Q 
Q 
否。
(18) 企業が利潤極大行動のみをとるときは，価格・産出量関係は AA'A"C＂で示され
る。
側ただし，注舗を参照。
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（防平均変動費用の変化
企業がケース（i）の状態にあるとき，平均変動費用の上昇（下落〉はその上昇
分（下落分〉を上回る価格上昇（下落〉をもたらす。なぜ、ならば，（司式におい
て，単にcが上昇〈下落〉するのみならず， Qの減少（増加〉したがって長／Q
の上昇（下落〉が起るからで、ぁ ~o
(c) 最低限利潤の変化
企業がケース（i）の状態、にあるとき，現実の最低限利潤が長期水準から謂離し
てひき上げられる（下げられる〉と，価格は上昇（下落〉すgioなぜならば，
(2）式において単にRが上昇〈下落〉するのみならず， Qの減少（増加〉が起る
からであるO 特に，最低限利潤のひき上げが企業をケース（i）から白Dの状態に移
側ただし全般的な貨幣賃金率の上昇が平均変動費用上昇の原因である場合には，同
時に需要曲線が上方シフトし， R;Qの上昇は阻止される傾向がある。しかしこのこ
とによって，貨幣賃金率の継続的な上昇にもかかわらず，ケース（i)が維持され，価格
は継続的に上昇することになる。同様に，全般的な有効需要の上昇が需要曲線の上方
シフトの原因である場合には，一般に貨幣賃金率が同時的に上昇しケース（i）におい
て価格下落を閉止する傾向がある。
ω最低限利潤の長期水準自体も変化する。しかし長期的には最低限利潤と資産売却
価値 （K）とはほぼ比例的に動き，稼動率（Q/Q）はほぼ不変とみなしうるから，資
本係数 （K/pQ）がほぼ不変であれば，ん二R/pQ（ただしんくりはほぼ不変で，（2)
式より P=c/(lー のとなる。すなわち，長期的には価格は平均変動費用とほぼ比例
的に変化する。
ω減価償却費以外の固定費用の変化も，最低限利潤の変化と同ーの効果をもっ。それ
ゆえ，賃金費用が固定費用化しつつある現実は，貨幣賃金率の価格に与える影響を弱
めるものではない。しかし利潤極大仮説のもとでは，新規参入の危険が存在する場合
でも，寺西日8］にしたがって，企業は参入を阻止するために十分な生産能力をも
ちながら，短期利潤を極大にするという（利潤極大仮説のもとではプロージブ、ルな〉
仮定をおけば〈それゆえ，一般に参入障壁が低くなるほど，意図された過剰能力が大
となるならば！〉，短期的に価格に影響するものは変動費用のみとなる。
利潤極大仮説のもとで，固定費用の変化が短期において価格に影響する可能性は，
Sandomo [15〕の完全競争モデルを独占モデ、ルにかえることによって得られる。すな
わち，需要関数（1）式における bしたがって需要量 QDを確率変数とし企業が純利潤
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行させるほど大であれば，価格はその最高水準（利潤を極大にする水準〉にま
(23) 
で上昇する。
ケー ス（i）と（註）に関しては明らかであるO すなわち，最低限利潤仮説では，企
業の需要曲線が平均変動費用や最低限利潤の水準に比較して，どのような位置
にあるかに依存して異なった価格政策がとられるO このことは，利潤極大仮説
では説明困難であった現実の複雑な価格現象を解明するために役立つであろ
う。
〔3コ寡占企業における価格政策
ある産業に存在する次のような2つの企業（企業1および2）を想定しよう。
第一に， 両企業は同ーの需要関数をもっ。すなわち，わ＝企業 tの生産物価
格， qf＝企業 iの生産物に対する需要量とすれば，
qf＝ーαPi十pρ2十b・…・．．．．．．．．．．・・・・…．．．．．．．．．．・・（4.1)
qf＝－αP2十/3P1十b…………………...・ H ・H ・H ・..・ H ・H ・H ・..・ H ・（4.2)
である。ただし， α，[3,bは正のパラメターで， α＞戸であるO 第二に，両企
業は同ーの費用関数をもっO すなわち， qi＝企業iの産出量，を（＝＝企業 iの生
π＝（ρ－c)Q-B （ただし， B＝固定費用〉で規定される期待効用 E{U[nコ｝を最大に
するように行動すると仮定しよう。そのとき，絶対的危険回避 （－U"/V'つが πの減
少関数であることは， ap;aBくOとなるための必要十分条件となる！もっとも， この
一見不合理な結果は，需要量ではなく価格を確率変数とするとき逆転するが〈すなわ
ち，。Q/oBく0），不確実性が導入されたわれわれのモデルにおけるケース（i)では，
EU[n］ミU（一定〉のもとで，産出量で規定されるある期待効用関数が最大化されるか
ら（ただし UくmaxEU[n］），いずれにしても aρ／oB>O（または oQ/aBく0）とな
るであろう。
倒ただし在庫投資の可能性を導入すると事態は複雑になる。特に将来，平均変動費
用が上昇すると予測される場合には，現在の産出量は生産能力が制約的となる限度ま
で拡大され，他方現在の出荷量は現在の利潤を最大にする水準を下回る程度まで削減
される傾向がある。それゆえ，価格は現在の平均変動費用のもとで，現在の利潤を最
大にする水準をこえる傾向をもっ。
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産能力， Ci＝企業 tの平均変動費用（ただし，引くをtにおいて一定〉とすれば，
<i.1=Cf_2工面かつ C1=Cz=CであるO 第三に，両企業は同ーの最低限利潤をもっO
すなわち， ri＝企業iの最低限利潤とすれば，子1＝子2＝子で、あざ1)0
当面，生産能力の制限を無視しよう。第2・1図等の曲線 A1A1＇と AzAz' 
は，それぞれ企業1と2の等利潤曲線，すなわち
r1=(P1ー の（－αPi＋~P2+b） ……...・ H・－－…………………………・・（5.1)
η＝（P2-c）（ー αP2+pP1十b）……...・ H ・－－…………………………・・ (5.2) 
において， r1＝η＝rとおいたものである。曲線 A,Ai＇の上側では，企業1
はTを確保することができ，その下側では子を確保することができなし、。同様
に曲線 AzAどの右側では，企業2はTを確保することができ，その左側では
子を確保することができなし、。
曲線 BiBi，は所与のわに対し， riを最大にする点（戸，， P2）の軌跡，す
なわち，
-2αPi+pPz+b＋αc=O・．．．．．．．．．．－…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（6.1)
を示し，同様に曲線 BzBz＇は所与の Piに対して， rzを最大にする点（ρ，
Pz）の軌跡，すなわち，
-2αPz十/3Pi十b十αc=O・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・・・……・・・…・・．．．．．．．．．．・・・・・・（6.2)
を示している。曲線 AiAi，と AzAz＇のそれぞれの頂点 Tiと T2はそれぞ
れ曲線 BiBi，と BzBz＇上に存在するO
第2・4図に明示されている直線 DiO＇と D2O＇はそれぞれ（ 4.1）式と
(4.2）式において， qf=q!j-;:-.:QとおいたものであるO qfミOかつあと0であ
るから，点 （P1,Pz）は両直線に固まれる第1象限にのみ存在するO
さて，曲線 AiAi' Az Az＇の位置関係に関して次の4つのケースを区別す
ることヵ：で、きる。
〔工〕 曲線 A1Ai＇と AzAz’とが4つの交点をもっ場合（第2・1図〉。
倒両企業が異なる条件下にある場合にも，以下の議論は本質的に変更されない。ただ
し注倒を参照。
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第 2. 1図
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第 2. 2図
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第 2. 3図
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D1 
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第 2. 4図
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er〕 曲線 A1A1＇とA2A2＇とが 2つの交点をもち，かつ頂点 T1が直線
0 O' (45°線〉の下方に，頂点 T2がその左方に存在する場合（第2・2図〉。
〔E〕 曲線 A1A，と A2A2＇’とが 2つの交点をもち，かつ頂点 T，が直線
00＇の上方に，頂点れがその右方に存在する場合（第 2・3図〉。
〔IV〕 曲線 A,A1，と A2A2＇とが交点をもたない場合（第 2・4図〉。
最低限利潤子および平均変動費用 cに比較して，産業全体の需要が十分高い
ならば（すなわち， bが十分大であれば〉， ケース〔I〕が出現し，産業全体
の需要が相対的に低下するにつれて，ケース〔E〕→〔E〕→〔町〕がJI買次出
的
現するであろう。
いま，両企業が競争関係にあるとき，ともにクールノ・タイプの行動様式を
とると仮定しよう。すなわち，企業は相手企業の価格が現在のままであると想
制
定して，自己の価格を決定する。ただし，現在の価格から望ましい価格への調
整は即時的ではなく，十分なタイム・ラグをもって行われると仮定するO その
とき，企業が最低限利潤仮説にしたがうとすれば，第2・1図等の太線によっ
て境界付けられた各領域について，矢印で示されるような点（Pi,P2）の運動
方向を識別することができるO
〔工〕第2・1図においては，安定的な均衡点としてE点〈曲線 A,A1＇と
45°線との交点のうち， より小さい P1に対応する点（九， Pe） が存在する。
すなわち，主主ミー （α－{3）九十bであれば， E点、において両企業は同ーの市場占
拠率を維持し，ちょうど最低限利潤を実現しながら産出量極大行動をとること
になるO しかし，産業全体の需要が非常に高く，否＞ー（α－{3）九十bであれば，
安定的な均衡点は線分EO＇上にあるO このとき，両企業は完全稼動状態のもと
倒補論［A］を参照。
。 ただし補論［BJを参照。なお，産出量がクールノ的に調整されている場合につ
は，注ωを参照。
仰大企業の内部組織の複雑性（Baumol[ 4 J p. 29）は，価格調整にかなりのラグを
ともなうとし、う仮定を正当化するであろう。ただし注（14）を参照。
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で，最低限をこえる利潤を実現することになるO
ケース〔I〕では協調関係が成立する可能性はないことが明らかであるO 事
実，競争的均衡点で、の各企業の産出量は，両企業が協調し 2rの最低限利潤の
制約のもとで，総産出量（qi十q2）を最大にするときの値に等しし、。
〔E〕 第2・2図において， E点は均衡点であるが安定的ではなく，安定的
な均衡点は F1点（曲線 A1A1，と B2B／との交点のうち， より小さい乱
闘
に対応する点 CP1，ρ／〉〉とれ点 CP/,P1）のみとなる。そのいずれが実現
されるかは，初期の各企業の価格の大小関係と価格の調整速度に依存すZ。す
なわち，面ミーαわ十伊／＋bで，例えば F1点が実現されている状況のもとで
は，企業1は最低限利潤をちょうど実現し，産出量極大行動をとっているが，
企業2は最低限利潤を実現できず利潤極大行動をとっている。
しかし，産業全体の需要が相対的に十分高く，少くとも一方の企業の生産能
力が制約的となる場合には， 2つの安定的な均衡点は FiT2 E O＇上と F2Ti 
制）
EO＇に45°線に関して対称的に存在することになるO 特に， Ti点を CPt,Pt') 
とすれば，一（α－p)qe+bくを三三一α九十f3Pt'+bのとき，安定的な均衡点は曲線
部分 T2Eと TiE上に存在し例えば前者が実現しているとき，企業1は
完全稼動状態のもとで最低限を上回る利潤を実現し，企業2はちょうど最低利
潤を実現して産出量極大行動をとることになる。
ケース〔E〕において，協調関係が成立する可能性があるであろうか。単純
化のために，協調関係は雨企業の価格を等しくすることを前提にして結ぼれる
（お） ケー ス EI］においても， y1＇く子三三YIで、あれば（補論［A］参照）， F1とれはE以
外の安定的均衡点となる。しかし両企業の初期の価格と調整退度に大きな差異がな
ければ，一般にE点が実現される。
ωただしたとえば， r1くゐであれば，第2・2図の曲線 A3Az'はより右方に存在
したとえ両企業の初期価格と調整速度が同一であっても，点 F1が実現されるであ
ろう。
側第2・2図に直線量二一αρl十日向十bと言ニαρ2＋日ρi十bを追加すれば，容易にた
しかめることができる。
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と仮定すれvfl),q~一（α－~）九十b であるかぎり，協調均衡点は E点であるo
ところで，ケース〔E〕では一般に優勢企業と劣勢企業が出現するが，劣勢企
業には，明らかに競争均衡点から E点ヘ移行しようとするインセンチプが働
く。しかし，優勢企業にはそのようなインセンチブは働かなし、。なぜならば，
そのような移行は必ず優勢企業の産出量を減少させるからであるO
〔E〕 第2・3図においては，安定的な均衡点としてC点〈クールノ均衡点，
（叫
すなわち曲線 BiBi，と BzB／ との交点〉が出現するO C点では，両企業は
ともに最低限利潤を確保できず利潤極大行動をとっているO それゆえ，両企業
には協調関係を結びC点から，協調均衡点Eへむけて移動しようとするイ γセ
ンチプが働くであろう。 E点においては，両企業は同ーの市場占拠率を維持し
て，最低限利潤を確保し産出量極大行動をとることになる。しかし，これはケ
ース〔工〕の「競争的産出量極大行動」とは対照的に「協調的産出量極大行動」
である。
〔町〕 第2・4図においても，安定的な均衡点はC点である。ここでも両企
業は最低限利潤を確保できず，より高い利潤を目指して協調関係を結ぼうとす
るインセγチプが働く。
いま， 45°線と等利潤曲線（5.1）式（または（5.2）式〉 との接点をMとす
れば，それに対応する価格は両企業が協調して総利潤（r1+r2）を最大にする
ときの値に等しく，点Mは協調均衡点であるO M点において両企業は同ーの市
場占拠率を維持して， 「協調的利潤極大行動」をとることになるO
かくして，寡占市場では，産業全体の需要曲線が企業の平均変動費用や最低
(31) 一般的な場合については，補論［CJを参照。
ω ケー ス［JIT］においても， mくF三Y2＇であれば（補論〔A］参照〉，点目とれは
C点以外の安定的な均衡点である。ただし注側）を参照。
側 ケー ス［JIT］と［IV］についても，生産能力の制約を考慮したサブ・ケースを考る
えことができる。しかしこれらのケースでは，すでに需要曲線は相対的に低位置に
あり，かつ競争均衡点がC点であることからみて，生産能力が制約的になる可能性は
少ない。
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限利潤に比較して十分高い位置にあれば〈ケース〔工〕およびケース〔E〕〉，
競争的関係が支配的となり，産業全体の需要曲線が相対的に低下すると〈ケー
ス〔E〕および〔m，協調関係が支配的となるであろ5o
伝統的な利潤極大仮説で、は，寡占企業におけるこのような競争関係と協調関
係の交代的な出現のパターンを説得的に説明することはできなし、。事実，そこ
では協調関係のみが支配的となる傾向があ65)0
C4〕結論一一独禁政策の意義
われわれは〔1〕節において，相対的な意味で所有と経営が分離した大企業
の行動に関する仮説一一ー「最低限利潤仮説」を呈示した。そして， 〔2〕およ
び〔3〕節では，この仮説にもとづいて，企業の価格政策に関する興味ある諸
命題を証明した。これらの理論的命題を現実に直接適用することは危険である
けれども，特に日本経済における大企業製品の価格動向に関して，次のような
イムプリーケーションをひき出すことができるであろう。
倒宮崎 [13］では，「企業は最低限利潤制約のもとで市場占拠率を拡大することを目
的とする。しかし市場占拠率の拡大が不可能な場合には，屈折需要曲線のもとで利
潤が極大にされる。」としづ仮説にもとづいて，「市場が拡大しつつ、ける業種において
は，寡占企業聞の市場占拠率競争がみられ」，産業の成長がとまると「寡占企業は強
力なカルテルを組み，生産量を割り当てて，価格を協定する」ことが導出されてい
る。しかし所与の状況のもとで市場占拠率を拡大できるかどうかに関する企業の判
断は，それほど確定的なものではないであろう。もし宮崎が仮定するように，需要
成長産業で（単なる産出量の拡大とは区別された〉市場占拠率の拡大が可能であると
企業が判断するならば，需要停滞産業でもそうではないだろうか？ また，もし宮崎
が仮定するように，停滞産業で市場占拠率の拡大が不可能であると企業が判断するな
らば，成長産業でもそうではないだろうか？ 前者が肯定されるならば，寡占産業は
常に競争的であり p 逆に後者が肯定されるならば，寡占産業は常に協調的であろう。
倒ただし，協調関係を結び，それを有効に維持するための費用が十分に高い場合に
は，たとえ企業が利潤極大仮説にしたがうとしても協調関係は成立しない。特に集中
度と市場成果との関連において，この観点は重要であるけれども，競争と協調の交代
的出現に関するわれわれの主要命題とは無関係である。
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(i) 1960年代の高度成長期では，主な寡占産業は，一時的な不況期を除い
て， 〔3〕節ケース〔工〕または少くとも〔E〕の状態にあり，競争的産出量
極大行動が支配的であったO
(i) 1973年末の石油危機の本質は，単に産油国による原油価格のひき上げの
みならず，原油そのものの人為的な供給削減の可能性が出現したことである。
このことは，多くの経営者に近い将来，最低限利潤の長期水準を確保できない
ことを予測せしめ，現実の最低限利潤を大巾にひき上げさせたO かくして，ケ
ース〔町〕または少くとも〔E〕の状態が出現し，協調関係が支配的となり，
価格は原油価格の上昇によって説明できる以上に上昇した。
。i) その後の経過は，原油供給の人為的削減としづ予測は正しくなかったこ
とを物語っているO それゆえ，最低限利潤は少くともその長期水準までひき下
げられ，他の条件が同一であれば，価格は原油価格上昇による影響分を除いて
むしろ下落するはずであった。しかし現実には，前段階における物価上昇に
（劫
触発された貨幣賃金率の上昇によって，価格はさらに上昇しているO
(iv) 現在，政府はこのインフレーションを抑制するために，総需要抑制政策
をとっている。しかし，貨幣賃金の上昇率が抑制されないかぎり，この政策が
効力をもつためには，少なくとも企業が最低限利潤の長期水準を維持できなく
なるほど， ドラスチックでなければならない。
(v) しかも，政府がそのような強力な政策をうち出すことが予測されるなら
ば，ケース〔E〕または〔町〕の状態が再現し，価格上昇率は現在以上のもの
になるであろう。
独禁政策の重要な機能の一つは，寡占産業における企業間協調（カルテル〉
を阻止することである。本来競争的関係が支配的であった高度成長期において
側小林［9］を参照。
帥原油供給の人為的削減は実質GNPを減少させ，分配率が不変であれば，経済全体
の実質利潤を確実に減少させたであろう。なお，注（お）を参照。
側注位。とωを参照。
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は，この意味で、の独禁政策は不必要で、あった。しかしもし独禁政策が強力に
機能していたならば，現在の石油危機インフレはその発端において阻止できた
であろうし，また独禁政策の強化は政府が今後強力な総需要抑制政策をうち出
すことを可能にするであろう。
もちろん，このような政策は経営者の安全性目標と鋭く矛盾する。経営者の
立場からすれば，現在のインフレーションを抑制するためには，所得政策がも
っとも効果的であろう。しかし，生産活動において自己実現欲求の充足を阻害
され，その代償行動として個人消費，したがって貨幣賃金率の相対的上昇を追
求している大企業の労働者によって，所得政策がうけ入れられることは困難で
あろう。
補諭〔A〕数学附録
第3図は〔3〕節の各ケースが成立する条件を示すものである。すなわち，
曲線④は
んムcB
y＝（α十iB）（ρ－c)(-p十一五一一〉
を示し，これと y=rとの交点は，第2・1図の曲線 AiAi，と AzAz，との
45°線上以外での2交点に対応するO また曲線＠は
y=(P-c）｛ー〈α－~）ρ＋ b}
を示し，これと y＝子との交点は，第2・1-2・3図における曲線 A1Ai' 
と45°線との 2交点に対応するO さらに曲線のは
y寸（p-c）｛一（叶p2)p+(2川 ）b+aiBc}
側注（8）を参照。経済全体の労働生産性と労働分配率が与えられているかぎり，貨幣賃
金率の変化は平均的な実質賃金率になんの影響も及ぼさない。しかし，特に現在のよ
うに労働力が過剰傾向をむつ状況では，強力な労働組合をもっ大企業労働者とそうで
ない中小企業労働者との間に貨幣賃金率の上昇率格差が発生する傾向があり，それは
大企業部門における実質賃金率の相対的上昇をもたらすであろう。所得政策はこのよ
うな可能性を奪うことになる。
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示し，これと y=rとの交
点は，第2・1と2・2図
の曲線 A,A，＇ と B2B/
y 
との2交点に対応する。曲れ＼
線＠は曲線④の頂点を通り YJ二二二二二？：
また曲線＠とのとの横座標
は曲品主 B,B，＇ と B2B2' 
との交点のそれに等しし、。
ただし，これらの曲線につ
いては， b＞（α－p)c，すな
わち ρI：：：＝二九三Cのときの生
産物需要は正と仮定されて
いる。
。
第3図
＠ 
p 
曲線＠とのの交点，曲線②の頂点，曲線＠とのの交点，曲線のの頂点，曲線
＠の頂点、をそれぞれ Y1',Yi. Y2, Y3’， Y3とすれば
y，’＝ε2（α十戸）2／α（2α十p)2
Y1 =s2（α十p)/4α2
Y2＝ε2α／（2α－p)2 
y3'=s2(2α＋p)2/8α（2α2_p2) 
Y3 ＝ε2/4（α p) 
である。ただし， s=b-c（α－p）。これより， y，＇くy，くれくy3＇くめを得る。か
くして，
子くy, → ケース〔工〕
Yi亘子くれ→ ケース〔IJ
山手子くY3→ ケース〔E〕
Y3三3 → ケース〔町〕
が成立するO
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補論〔B〕屈折需要曲線の場合
クールノ型以外の相互依存パターンの例として，屈折需要曲線を検討してお
こう。ニの仮定のもとでは，企業 tが所与の点（p;,p；） において， Jpiだけ価
格を変化させたときの想像
上の需要量の変化は， Jpi P, 
>Oのとき， Jq1＝ーαJPi
くO，またJpiくOのとき，
Jq1＝－（α－p)JPi>Oと
なるO それゆえ，企業tが M, 
最低限利潤を確保している B, 
ときのわの運動方向はク
ールノ型の場合と同一であ
る。
第4図は両企業がともに
利潤極大行動をとる場合の
（ρ1, P2）の運動方向を示
。 ， Il B1 M1 
第4図
しているO ただし，曲線 B1Bi’B2 B2＇は第2・1図等の同記号の曲線と同ー
であり，それぞれの上方と右方で Piとあのひき上げが行なわれる。また，
曲線 M1M1，と M2M2＇はそれぞれ
（ー2α－(3)P1 + /3P2 + b十〈α－(3)c=O 
--(2α－(3）あ十f3ρ1+b＋（α－(3)c=O
を示し，その下方と左方で ρ！とあのひき下げ、が行なわれるO 斜線、部分は両
企業がともに価格を不変に維持する領域を示す。
かくしてC点において最低限利潤が確保されるケース〔I〕と〔E〕では，
クールノ型による本論の分析は変更されなし、。しかし，ケース〔E〕と〔町〕
では，競争均衡点はC点以外の斜線領域内にある可能性があり，特に両企業の
初期価格が十分高い場合，しかしその場合にのみ，それは協調均衡点と一致す
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るかもしれない。
補論〔C〕協調関係の一般化
qi とれとの関係を示す第5・2図等は， Piとあとの関係を示す第2・2
図等にちょうど対応するように描かれているO ただし，曲線 B1B1＂と B2B2"
は相手企業の産出量が与えられたとき，白企業の利潤を最大にする点 （qi,qz) 
の軌跡であるO
ケース〔E〕では，競争均衡点 E＇が，例えば曲線部分 T2Fi上にあると
き， E＇を通る垂線と E＇を通る企業2の等利潤曲線との交点を G1，またこの
q, 
A’z 
G, 
第5. 2図
帥 曲線 A1A1', B1B1', B1B1＂はそれぞれ次の通りである。
戸二qi{一αqi-{jq2十ε（α十/3)}I （α2-['2) 
(2a2-f')q1十α(3q2ー εα（α十/3)=0
2αqi十戸q2一ε（α十{J)=O
B, q, 
曲線 AzA2',B2B2', B2B2＇’は上式の qiとq2とを入れ替えることによって得られ
る。
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q, 
A, 
B, 
A’2 
q, 
第5. 3図
q, 
B', 
B, 
B’2 
A’2 
。 A’l 屯iB1 
第5. 4図
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垂線と曲線B2B／＇ との交点を H1とすれば，協調均衡点が太線の線分 G1H1
上に出現するO しかし需要が十分に高く，競争均衡点が曲線部分 T2E上に
あるときは，協調関係は成立しなし、。それゆえ，本論の命題は本質的に修正さ
れない。
ケース〔E〕 （第5・3図〉では点Cを通る企業2の等利潤曲線 A1A1＇と
の交点を 1 とし同様に点ιを規定すれば，一般的な協調均衡点は太線の曲
線部分 1E 12上にある。
ケース〔町〕 （第5・4図〉では， ェジワース契約曲線 B1B2と曲線 A1
A1＇および AzAよとの交点をそれぞれ E1および Ezとすれば，一般的な協
調均衡点は太線の曲線部分 1E1 M E2 12上に存在することになるO
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